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増減予測
　　　（E）企業の輸出採算レート１ドル＝８０円の上下（５円）変動した場合の人

口・GDPの増減予測
　７．人口と GDPの増減による GDPparの影響度
おわりに
参考資料

は　じ　め　に

　変動相場制下の為替レートは相場理論で決まる。国家のフアンダメンタ

ルズ（基本）を象徴する通貨の価値が，中央市場で売買する商品の“競り”

のように相場で秒単位に決まるのは通貨の価値尺度を決める基本原理に反

するのではなかろうか。通貨は商品ではない。通貨の価値決定に理論が不

在である。

　国家のフアンダメンタルズを象徴する通貨の価値を決める方法として，

相場というミクロの需要供給理論，即ち，非理論的な“競り”で，通貨の

価値を決めるのは正しい方法と云えるであろうか。国の価値の象徴である

通貨の価値を決める正しい方法といい難い。それでは，国の価値を象徴す

る通貨の価値尺度は何で決まるのであろうか。

　国家のフアンダメンタルズを象徴する通貨の価値は，少なくともミクロ

理論ではなく，マクロ理論による実体経済の総体価値を表す GDPから算

定される価値指標で決まるべきである。

　これまでの論文で，GDPと人口から算定される GDPph指標は，実体経

済の総体価値指標を表し，対象国の GDPphの比で通貨の交換価値尺度

GDP parityが決まることを立証している１）。この指標の比が，通貨の交換価

値尺度 GDP parity であり，米ドルに対する日本およびドイツの為替レート

が GDP parityに収斂し連動することを立証したので，変動相場理論に代

わる変動平価理論，GDP parity（GDPparとする）を GDP均衡値平価と定
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義できることを立証している。

　為替変動要因として短期的には金利が，長期的には人口の増減が経済成

長の変動要因となるので，本論は，人口減少に焦点を当ててそれに伴う為

替レートの理論値となる予測値を変動平価理論により分析する。

　先ず第Ⅰ項で「変動相場理論」に対する「変動平価理論」の基本原理と

なる GDP平価理論の根拠と定義とその計算式をまとめ，Ⅱ項で日本の人

口の減少が GDPおよび通貨の交換価値尺度である GDPparに与える影響

を分析し，人口の減少と円高トレンドの予測値を検証する。

Ⅰ．　実体経済の総体価値指標による変動平価理論の定義

　企業経営の安定及び生産・販売価格の安定を図るためには為替の安定が

必要条件であり，国の経済の安定成長の基礎となる。従って，為替の安定

にはミクロの「変動相場理論」を脱却してマクロの「変動平価理論」の数

値的根拠となる指標を算定し，それによって理論的に通貨の価値尺度を決

める定義が必要である。

　マクロ理論として，①ワルラスの均衡理論，②国連による国民経済計算，

③国内総生産（GDP），国内総所得（GNI），国内総支出（GDE）のマト

リックスによる三面等価の原則を基礎理論に置き，実体経済を表している

GDPを人口比（以下人口は総人口を採用する）で指標化し，両国（日米）

の GDP指標の比により，通貨の価値尺度を決める理論を定義する。換言

すれば，ミクロの変動相場理論を排除し，マクロの変動平価理論で，相場

による通貨の交換価値の決定から実体経済を表す GDPの総体価値指標の

比による通貨の交換価値を決める，理論的数値の定義に従って通貨の価値

尺度（為替レート）が決まれば，公正で安定した平価理論による通貨の交

換価値尺度が設定され，為替レートの目標値となる。変動平価理論により

為替の安定理論が確立すれば，経済活動の安定を確保できる経済安定成長

理論となる。

　１）ワルラスの均衡理論：【財の価格と数量の総額＝通貨の数量の総額】
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に均衡するので，【財の総額＝通貨の総額】に等しくなる。この理論を応用

すると，財とは資源や原材料或いはそれで生産された部品や商品，さらに

各種サービスに使用した財の総額が付加価値生産（GDP）の総額である。

従って，経済活動に使用した通貨の総額は，財である GDPの総額に均衡す

るので，財の総額は通貨の総額に等しくなる。このように GDPの総額は

GDP（付加価値生産性）の規模を表すので，１国の経済活動の規模と取引

決済通貨の総額，【GDPの総額＝決済通貨の総額】であり，【GDPの総額÷

総人口＝一人当たりの GDP】（以下 GDPphとする）の GDPph指標は，

実体経済の総体価値を表す指標であるので，国の総体価値指標であると定

義する。

　２）先進国間の GDPph指標：先進国間の GDPph指標で比較された財と

通貨の価値はワルラスの均衡理論を応用すると両国の財・実体経済の総体

価値指標が通貨の総体価値指標と均衡する。即ち，【日本の GDPph ÷米国

の GDPph ＝ GDP par】は，「基準国通貨１単位に対する対象国通貨 X単

位」となり，「通貨の交換価値尺度」と定義できる。ドルに対する円，ユー

ロ，ポンドは，すでにこの定義で立証している（参考資料）。

　３）新興国の GDP指標：新興国の GDPph指標は，実体経済が先進国の

実体経済と比較すると経済格差となるので，【新興国（中国）の GDPph ÷

先進国（米国）の GDPph ＝ GDPgap】GDPgapは財の格差（経済格差）を

表すので，GDPgapから GDPparに換算する計算式は，GDPgapの逆数が

GDPpar【１／ GDPgap ＝ GDPpar】である。本論はすでに対ドル中国人民元

で検証している２）。

　４）GDPparと為替レートの相関関係：GDPparが「通貨の交換価値尺

度」である証明は【GDPpar＝為替レート】両者が均衡（＝）することで立

証される。ただし，現在の為替市場は相場で為替レートが決まっているの

154─ ─

修道商学　第　５２　巻　第２号

２）　神田善弘「第５章中国人民元の適正レートに関する ppp・GDP平価からの一考
察」『中国経済の持続的発展』広島修道大学研究叢書第１３２号，広島修道大学東ア
ジア経済研究会編著，広島修道大学総合研究所，２００５年８月



で，為替レートの平均値が GDPparに連動（≒）し，【GDPpar ≒為替レー

ト】両者が連動する事実が検証できれば，GDPparが，実体経済の総体価値

を表す「通貨の価値尺度」の立証となる。さらに，財 GDPparと財の格差

GDPgapが１にクロス（✚）した時，新興国は基軸国との経済格差がなく

なり，【GDPgap ≒ GDPpar ＝１】，GDPが先進国並みに経済成長を達成し，

先進国の仲間入りをした事実を証明している３）。

　５）市場原理の重要性：上記理論は市場原理が機能していることを前提条

件に成立するが，市場原理が機能しない諸国，先進国の韓国や新興国の

（ブラジルを除く）BRICsが資本等為替の規制・管理をしているので，

【GDPpar ≠為替レート】両者が連動せず乖離している。先進国で市場原理

が機能しない諸国は公平・公正の原則に反するので，為替の規制管理を緩

和する義務がある。義務違反は自国の利益のみを優先し，世界経済の安定

成長を考えていない行為である。ただし，新興国の場合は GDPparに対す

る一定のハンデイーを認めて，通貨安による経済成長を支援する必要があ

る３）。

　６）国民経済計算：本論の定義と算定式の理論的根拠は，国の経済規模を

図るための国際基準の計算方式として，１９９３年，国連により提唱された国

民経済計算（９３SNA）に準拠しており，会計原則により国民所得勘定

（GDP），産業連関表（産業連関分析），資金循環表（マネーフロー分析），

国際収支勘定，国民貸借対照表の５項目の統計を統合したもので，経済構

造と循環システムを包括的に示している。また，国全体の経済活動を統計

分野ごとにまとめ，体系化し GDP統計となっている。

　７）GDPparの理論的根拠：９３SNAに準拠して算定された付加価値生産

の総額である GDPは，国内総生産（GDP），国内総所得（GNI），国内総

支出（GDE）のマトリックスによる三面等価の原則で三者の各種指標が均

衡し，各国の実体経済の総体価値を正確に表している。従って，各国の
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GDP統計値から算定した GDPph指標は，各国の実体経済の総体価値の指

標であり，その指標は自国通貨単位別による“実体経済の総体価値指標”

を表している。

　変動平価理論は，上記１）～６）の理論を根拠としている。

　本論は，２００５年以降，日本の人口が減少トレンドに入ったので，日米人

口増減による経済構造の変革が GDP並びに GDPparへの影響をⅡ項で検

証する。

Ⅱ．　日米人口の増減による GDPと為替レートへの影響

　本論は，人口減少による経済構造の変革が GDP及び GDPparに対する

予測値を分析しその対応を論ずる。

　本論による変動平価理論は，巻末資料の論文で論証してきたように，国

の経済力が実体経済の総体価値指標 GDPphとなり，両国の GDPph指標

の比が通貨の交換価値尺度 GDPparとなり，GDPparによって為替レート

の目標値が決まる。「実体経済の総体価値」，GDPの指標を表す GDPphの

算定式並びに GDPpar算定式の関係をまとめると次の通りである。

　【日本 GDP ÷総人口＝ GDPph】算定式１

　【日本 GDPph ÷米国 GDPph ＝ GDPpar】算定式２，この式を置き換え

ると，

　【（日本GDP ÷総人口）÷（米国GDP ÷総人口）＝ GDPpar】算定式３，お

よび

　【（日本の GDP ／米国GDP）×（米国人口／日本人口）＝ GDPpar】算定式

４となる。

　本論は，総人口と GDP及び GDPparの関係を論ずるので，上記算定式

４を応用して次の計算式５を用いて分析する。

　【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／ GDPpar）計算

式５，また，【GDP ÷総人口＝ GDPph】算定式１を応用して次の式を用いて

いる。
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　【日本の GDP ÷日本の総人口＝日本の GDPph】算定式１–１，から次の算

定式

　【日本の総人口＝日本の GDP ÷日本の GDPph】算定式１－２，或いは

　【日本の GDP ＝日本の総人口×日本の GDPph】算定式１－３，が成立する。

　なお，表１は計算単位を米国の統計単位と統一するために日本の統計値

は１００分の１にデノミ計算しているので，原数値は１００倍すると元に戻る。

　さて，日本の人口減少は２００５年を頂点に縮小し始めたので，表１により，

０５－１０年間の人口と GDPの年平均増減率を計算し，「GDP平均成長率と人

口平均増減率による GDPpar平均変動率の予測モデルとその原因」を次項

で説明する。

　通常，統計上の GDP成長率が前年比で減少することをデフレと定義し

ているが，日本の人口減少は，経済・社会構造の変革であるので，GDPが

人口減少率相当のデフレ現象を引き起こすので，日本の GDPphが減少と

なっても，デフレとみなすべきではない。経済・社会構造変化によるので，

正常な変化である。また，日本の人口減少による GDPph指標の変化と米

国の人口増加による GDPph指標の変化の相関関係によって GDPparが算

定されるので，日本の人口減少はデフレ現象を引き起こすと同時に為替レー

トを円高にする要因となることを検証する。

　GDPにインフレ要因或いは実質経済成長が認められない限り，GDPpar ≒ 

為替レートが円高に推移する事実とデフレ下における経済対策の問題点を

検討する。

１．　日米の人口，GDP及びGDPparの変動予測およびGDPparの影響

　表１による０５－１０年間の統計値から算定式１を利用し，日米GDPと人口

の関係からデフレ現象を分析する。

　名目 GDPの増減率からデフレーターを差し引くと実質成長率となるが，

経済活動による取引決済行為は全て名目 GDPに含まれるので，実質 GDP

とは関係ない。
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　また，名目成長率が前年より少なければデフレ現象と判断されているが，

人口が減少することは，経済社会構造の基本的構造が変革することである

ので，GDPが前年比減少していてもデフレではない。GDPph変動率が人

口減少率との差を下回らない限りデフレと考えるべきではない。

　次に，表１により，１０年の人口の減少率，GDPの成長率，GDPphの変

動率，GDPparの変動率を採用し，０５～１０年の各種平均変動率を用いて，

１１－１３年の予測値を次項で算定する。

　仮に，＜ GDPphが一定＞と仮定するとき，

　【日本の GDPph ＝日本の GDP ×年平均増減率÷前年の総人口×人口減少

比率】から，日本の人口減少は，【日本の総人口×人口減少比率＝日本の

GDP ×年平均増減率÷日本の GDPph】となるので，GDPph指標（一人当

たりの生産性）が一定であれば，１０年の総人口に人口減少率と GDP減少

率は相関関係にあり，両者の値は均衡する。このことは，日本の GDP ＝日

本の総人口×日本の GDPph（一定）は，人口と GDPが相関関係で増減し

均衡することを表している。

（１）　日本の人口減少による名目 GDP成長率と GDPph指標

　０５－１０年間の日本の人口減少と GDP及び GDPphの推移と同変動率の関

係は次の通りである。

　表Ⅰ－１の解説：

①　日本の総人口は，０５年をピークに減少トレンドに入り，６年間にお

ける人口年平均減少率０．９９９５０２，即ち，毎年平均（－０．０４９８％）減少

している。

②　GDPは，６年間で年平均減少率０．９９３９７，毎年平均　（－０．６０３％）

減少している。

③　０５－１０年の６年間における GDPphは年平均減少率０．９９４４５４，毎年

平均（－０．５５４６％）減少トレンドに入っている。

　【総人口＝ GDP ÷ GDPph】算定式１－２により，１１年の人口は１．２６９３８億人
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となる。

「総人口１．２７００×人口減少率０．９９９５１３＝ GDP４７９２１．５０×０．９９３９７ ÷ GDPph３７７３３× 

０．９９４４５４」の均衡関係にあり，人口１．２６９３８＝ GDP４７６３２．５３ ÷ GDPph３７５２３．７＝

１．２６９４０，∴０．００００２の誤差が生じているが，この誤差は計算途上の単位の

とり方と４捨５入によると判断して差し支えない。

　GDPは平均年率０．９９３９７（－０．６０３％）であるので，GDP成長率から総

人口の平均年率０．９９９５１３（－０．０４９８％）を除すると GDPph０．９９４４５４とな

るが，人口構造変化によるGDPph０．９９４４５４は経済成長率からみたデフレの

分岐点を示している。従って，GDPが前年比で減少していても，人口構造

をベースに分析すると GDPph０．９９４４５４（－０．５５４６％）を下回らない限り

デフレと判断してはならない。人口構造に見合った金融・経済対策を講じ

ない限り，これまでのように予算の無駄使いとなり，国債発行残高を巨額

にし，国家体制を崩壊に導くことになろう。
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表Ⅰ－１．日本の GDP，同成長率と人口，GDPphの推移と変動率

変動率日本
GDPph

増減率日本
人口成長率日本

GDP

１．００６２８２３９３６７１．０００５５０１．２７４５１．００６８３５５０１７３４０２００５

１．０１１２２３３９８０９１．００００００１．２７４５１．０１１２２３５０７３６５０２００６

１．０１６４７２４０４６５０．９９９６０８１．２７４０１．０１６０７３５１５５２００２００７

０．９７９２３２３９６２４０．９９９１３７１．２７２９０．９７８３８７５０４３７８０２００８

０．９３４６５３３７０３５０．９９８９７９１．２７１６０．９３３６９９４７０９３７０２００９

１．０１８８６０３７７３３０．９９８７４２１．２７００１．０１７５７８４７９２１５０２０１０

変動率日本
GDPph

平均
増減率

日本
人口

平均
成長率

日本
GDP

　１．０４０９９４　１．００４４８３　１．０４５９　７３－１０年変動率

　０．９９５６４７　１．０００４６８　０．９９６１１７９９－１０年変動率

　０．９９４４５４３９００６　０．９９９５０２１．２７２９２　０．９９３９７ ４９６５２４８０５－１０変動率

－０．５５４６００－０．０４９８００－０．６０３ 　 

出所：GDPと人口は IMFの IFS統計より作成



（２）２０１０年をベースに日本の１１－１２年の人口，GDP，GDPphの予測

　２０１０年の実績値と上記の変動率を応用して，仮に，６年間の平均変動率

で１１－１２年の人口，GDP，GDPphが変動すると仮定すると１１－１２年の同予

測値は次の通りである。

１０年：総人口１．２７億人，GDP４，７９２，１５０億円／１００，GDPph３７７３３が実績値

である。

１１年：総人口：１．２７億人×０．９９９５０２＝１．２６９３６８億人が人口減少の予測値で

ある。

GDP：４７９２１．５×０．９９３９７＝４７６３２．５が GDPの減少予測値である。

GDPph：３７７３３．５×０．９９４４５４＝３７５２４．２が GDPphの減少予測であ

る。この値を算定式１－１で再検証すると

GDPph：GDP４７６３２．５／１．２６９３６８億人＝ GDPph３７５２４．６が減少予

測値である。

計算方式が異なっても GDPph減少予測値は０．４の誤差で均衡してい

る。

１１年：総人口１．２６９３６８億人，GDP４７６．３２５兆円，GDPph３７５２５の予測値と

なる。

１２年：総人口は，１．２６９３６８億人×０．９９９５０２４＝１．２６８５３６億人が減少予測値。

GDP：４７６３２．５×０．９９３９７＝４７３４５．３が減少予測値。

GDPph：３７５２４．６×０．９９４４５４＝ GDPph３７３１６．５が減少予測値。

算定式１－１で再検証すると，

GDPph：GDP４７３４５．３／１．２６８５３６億人＝ GDPph３７３２２．８が減少予

測値である。

再検証した結果，両者は６．３の誤差で均衡している。

１２年の総人口１．２６８５３６億人，GDP４７３．４５３兆円，GDPph３７３１７の予測値と

なる。
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（３）　米国の人口増減による名目 GDP成長率と GDPphの指標

　米国の GDP，総人口，GDPph推移と変動率は次表の通りである。

　米国の６年間の平均増加率は，人口が３．１０１８億人の１．００９６６９（＋

０．９６６９％），GDPが１３８７４６の１．０３６２２９（３，６２２９％），GDPphが４４７１０４の

１．０２６３０４，（２．６３０４％）増加している。総人口の平均年率０．９６６９％，GDP

平均年率３．６２２９％の増加は，１０年の米国人口３．１７６４の０．９６６９％，３０７万人

増加し，名目GDP１４６６０４の３．６２２９％，５３１１億ドル増加することを予測して

いる。

　「GDP増加率３．６２２９－人口増減率０．９６６９」の差２．６５６％は，GDPph成長

率２．６３０４％，計算上の誤差０．０２５６％を除くと均衡するので，GDPは年平均

成長率と均衡することを立証している。

　つづいて，通貨の交換価値尺度である GDPpar（為替レートの均衡値）は，

日米の実体経済の総体価値の比によって，相対的比較で決まるので，０５－

１０年日米 GDPparと為替レート（fxr）の推移を分析し，次項で１０年をベー
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表Ⅰ－２．米国の GDP，人口，GDPphと増減率の推移

変動率米国 
GDPph

増減率米国人口成長率米国 
GDP

１．０５４６６０４１７４７１．００９７３９３．０２７４１．０６４９３２１２６３８４２００５

１．０４９９０８４３８３０１．００９７７７３．０５７０１．０６０１７４１３３９８９２００６

１．０３９３７６４５５５６１．００９７１５３．０８６７１．０４９４７４１４０６１８２００７

１．０１２０１８４６１０４１．００９７１９３．１１６７１．０２１８５４１４３６９１２００８

０．９７３２６５４４８７１１．００９５９３３．１４６６０．９８２６０２１４１１９１２００９

１．０２８５９７４６１５４１．００９４７１３．１７６４１．０３８３３８１４６６０４２０１０

平均 
変動率

米国 
GDPph

平均 
増減率米国人口平均 

成長率
米国 
GDP

１．０５５９２１．０１１１０１．０６７６０７３－１０年変動率

１．０３３１９１．０１０２４１．０４３７８９９－１０年変動率

１．０２６３０４４７１０１．００９６７３．１０１８１．０３６２３１３８７４６０５－１０変動率

２．６３０４００．９６６９０３．６２２９０

出所：表Ⅰ－１に同じ



スに１１－１２年の GDPparの予測値を算定する。

（４）　日米 GDPparと fxrの推移と年平均変動率による経済的影響

　０５－１０年間の日米 GDPparと為替レート（fxr）の推移は次表の通りであ

る。

　日米の GDPph並びに GDPparの同平均変動率を計算し，同平均変動率

から GDPphの予測値を算定し，GDPpar（GDP平価）による通貨の交換価

値尺度となる理論値を予測する。

　１０年の日米 GDPと人口統計及び GDPphと GDPparは，算定式３【（日

本 GDP ÷総人口）÷（米国 GDP ÷総人口）＝ GDPpar】により，次表の通り

計算される。

　０５－１０年間の平均 GDPparは０．８７３６（８７．３６円），同平均変動率は０．９６９０

（３．１０％），同期間の為替レート（fxr）１．０４８３（１０４．８３円），同平均変動率

は０．９６７９（３．２１％），GDPparに対する fxrの乖離率は年平均１．１９９９

（１９．９９％）約２０％円安に乖離している。変動相場制理論では為替レートは
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表Ⅰ－３．GDPpar，fxrと変動率及び乖離率の推移

⑨ 
GDPpar 
前年比

⑧ 
前年比 
変動幅 
（円）

⑤ 
fxr前年比

⑥ 
fxr/GDPpar 
乖離率

⑤ 
前年比 
変動率

④ 
fxr

③ 
前年比 
成長率

② 
GDPpar

（０．０４５３）０．０２０３１．０１８８１．１６８８１．０１８８１．１０２２０．９５４１０．９４３０２００５

（０．０３４７）０．０６０８１．０５５２１．２８０５１．０５５２１．１６３００．９６３２０．９０８３２００６

（０．０２００）０．０１４５１．０１２５１．３２５７１．０１２５１．１７７５０．９７８００．８８８２２００７

（０．０２８８）（０．１４３９）０．８７７８１．２０２６０．８７７８１．０３３６０．９６７６０．８５９５２００８

（０．０３４１）（０．０９７９）０．９０５３１．１３３７０．９０５３０．９３５７０．９６０３０．８２５４２００９

（０．００７８）（０．０５７９）０．９３８１１．０７３７０．９３８１０．８７７８０．９９０５０．８１７６２０１０

GDPpar 
前年比平均 
変動率円

fxr前年比 
変動幅 
（円）

fxr前年比 
平均変動率

fxr/GDPpar 
乖離率

前年比率fxr
同期間 
平均 
成長率

GDPpar

（０．０１６６８）（０．０２２０８）０．９７２８５１．１６８０８０．９７２８５０．９８５６９７３－１０年平均変動率

（０．０３８３７）（０．０３５９４）０．９７００９１．１３３７１０．９７００９０．９６３７２９９－１０年平均変動率

（０．０２８４６）（０．０３４０２）０．９６７９３１．１９７４９０．９６７９３１．０４８３００．９６８９５０．８７３６５０５－１０平均変動率

（０．０２８４６）（０．０３４０２）（－３．２１）（－３．２１）（－３．１０）



米国の景気に左右されドル高方向に振れるが，リーマンショックにより各

国経済の実体価値が問われ，円は GDPparに収斂・連動し，１０年の乖離率

は７．３７％まで理論通りに収斂・連動した。

　２０１１年の GDPpar予測値は，１０年 GDPpar０．８１７６×平均変動率０．９６９０＝

０．７９２３（７９円２３銭）である。なお，２０１１年１０月３１日早朝史上最高値更新

７５．３２円を海外で記録したため，政府の為替介入があり，７５．７６円～７９．５５円，

大幅乱高下し，終値 fxrは７８．８０円を記録している。

　また，表Ⅰ－２の通り，変動相場制移行後１９７３－２０１０年間のfxrが毎年平均

２．７１％，金額で毎年２．２１円の円高，また，０５－１０年間の fxrが毎年平均

３．２１％金額で毎年３．４０円の円高で推移してきている。０５－１０年間の

GDPparの年平均変動率は３．１％，金額で毎年２．８５円であるので，fxrは

GDPparと連動しているがその年平均乖離率１９．７５％である。ただし，２０１０

年の同乖離率は７．３７％に収斂し，本格的に連動体制に入っている。

　Fxrの年間の最大変動値は２倍の６－７％から２０％前後変動するので，経

営における粗利益率，大企業約３％，中小企業約６％を凌ぐ変動幅であり，

経営の安定を破壊している。その原因は変動相場理論に加えてアフタリオ

ンの心理的投機理論が fxrをオーバーシュートさせているためであろう。

　企業の円高対策は，付加価値の高い商品或いは値上げ可能な商品を生

産・販売するか，またはコスト競争力商品は採算可能な国に企業を海外移

転しない限り，円高の対応は困難である。相場理論に依存する限り，現在

の為替市場では経営の安定成長，さらには国家による金融・経済対策の対

応が困難となる変動幅である。

　１ドル＝３６０円の固定相場制時代（２０年）から変動相場制に移行して３８年，

現在１ドル＝７７円台で変動している。単純計算ではあるが，１９７３年変動相

場制移行時点の２７１．７円から毎年２．２１円，また，同年，“fxrの円高比率では

前年比平均２．７１％の円高を毎年続けてきた計算になる”。

　本論における通貨の交換価値尺度は，日米の実体経済の総体価値，

GDPph指標の比で GDPparが決まる。また，２００５年以降，GDPparで

163─ ─

神田：人口減少による GDPマイナス成長率は円高・ドル安誘因



３．１％，為替レート（fxr）で３．２％，その差０．１％の変動差で両者は変動し，

毎年円高になってきた事実を証明している。ただし，この間の fxrと

GDPparの年平均乖離率は１９．７５％，GDPparから見て円安に推移してき

たが，２０１０年以降，両者の乖離率は１桁台に入り，収斂変動し，２０１１年か

ら本格的円高を迎えるが，次項以降で検証する。

　実体経済は，インフレやデフレの波にさらされながら変動し，その結果，

通貨の価値もまた変動する波の中で，両国（日米）の GDPphの比により

GDPpar・通貨の相対的価値尺度が決まる。

　各国は，経済活動に伴う取引決済はすべて名目 GDP（実質 GDPでは

ない）で行われるので，名目 GDPはインフレやデフレのすべての結果を

包含している。さらに，名目 GDPによる実体経済の総体価値指標となる

GDPphは，日米GDPphの比により GDPparが決まる。為替レートの基

礎条件は，GDPparによる通貨の価値尺度が，fxrのターゲットとなるので，

名目 GDPによる GDPparで判断すべきである。

　０５－１０年の「前年比平均３．２１％の円高」は，理論上，経常収支が赤字に

なるまで続くので，円安期待は非論理的思考である。ただし，現在の市場

は変動相場制下の為替相場で変動しているので，通貨の価値基準を無視し，

需給理論でオーバーシュートして変動しているために，企業経営，経済，

社会生活などを不安定にする要因は為替の相場にある。相場理論は，世界

経済の安定成長を阻害し，過剰流動性により生じている巨額の短期資本の

瞬間的移動（コンピュータープログラムによる為替の売買）は，その国の

金融・経済にショックを引き起す火種になっている。為替の安定のために

は理論的価値尺度がない変動相場制理論で世界経済の安定成長が期待でき

るであろうか。不可能であろう。インフレ・デフレを包含する GDPpar

は為替安定の尺度である。

　変動相場制移行後の円レートは，表Ⅰ－３の通り，「fxrが毎年平均２．７１％，

金額で２．２１円の円高」を記録しており，この数値は，“米ドルは，恒常的に

経常収支赤字が裏付けているように，ドルの価値がインフレ化してきたこ
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とを表し”，“日本円は，恒常的に経常収支黒字が裏付けている通り，円の

価値が高くなり，恒常的に円高（デフレ化）してきたことを表し”，その

結果として，日米の実体経済の総体価値尺度である GDPparは１９７３年以後，

前年比年平均１．６７円，円高の実力を記録してきている。

　日本人は，この事実を受け止め，日本が達成してきた経済力に自信を持

ち，国の経済政策は円安ではなく円高に立ち向かう理論的行動ビジョンを

掲げるべきである。

２．　人口減少が GDPと GDPparを変革する

　０５－１０年間の平均人口増減率，GDP平均成長率，GDPpar（通貨の価値

尺度）の平均変動率を基礎条件にして，１１年度以降の人口，GDP及び

GDPparの変動を予測する。

　日本の０５－１０年平均 GDP増減値（円ベース）は０．９９３９７，６年間の日本

GDPは年平均０．６０３％減少している。また，１０年 GDPは４７９．２１５０兆円の

同期間平均変動率０．９９３９７は４７６．３３２５兆円，１１年の GDPは１０年の GDPよ

り２．８８２５兆円減少を予測している。

　従って，税収等もまた前年より減少する。経済成長時代は大きな政府で

よいが，高度成長を達成し，その上，人口減少に入った国は小さな政府で

対応しない限り，財政資金の無駄使いとなる。

①　日本の０５－１０年，年平均人口増減値は０．９９９５０２であるので，６年間

の日本人口は平均０．０４９８％減少している。故に，１０年人口１２，７００万人×

０．０００４９８＝６．３万人，１１年の人口は１０年の人口より０．０４９８％，６．３万人

減少に相当する GDP及び GDPparの価値，円高の重みがある。ただ

し，GDPparには米国の（GDP ÷人口＝ GDPph）の比と相関関係があ

るので米国の GDPphの動向が関与して決まる。

②　米国の０５－１０年，年平均 GDP増減率（ドルベース）は１．０３６２２９で

あるので，６年間の米国の GDPは平均３．６２２９％増加している。
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　故に，１０年 GDP１４．６６０４兆ドル×０．０３６２２９＝０．５３８２５兆ドル，１１年

GDPは１０年の GDPより０．５３８２５兆ドル，それに匹敵する通貨価値

０．３６２％価値の低下が予測される。

③　米国の０５－１０年，年平均人口増減率：１．００９６６９であるので，６年間

の米国の人口は平均０．９６６９％増加している。故に，１０年の人口３１４６６万

人×１．００９６６９＝３０４万人，１１年人口は１０年の人口より３０４万人増加に相

当する価値及び GDPの価値が予測される。

④　日本の０５－１０年，年平均GDPph減少率：GDPph０．９９４４５４，－０．５５４６％ 

減少している。米国の０５－１０年，年平均 GDPphは GDPph１．０２６３０４，

＋２．６３０４％増加し日本より２．６％余り増加しているので【日本の

GDPph ÷米国の GDPph ＝ GDPpar】計算式２により円高要因となる。

⑤　０５－１０年間の年平均 GDPpar：GDPpar０．８７３（８７．３円），変動率

０．９６８９５毎年平均－３．１％円高）となり，２０１０年の年平均GDPpar０．８１７６ 

（８１．７６円）の６年間の年平均変動率０．９６９０（－３．１％），１１年

GDPpar０．７９２３ （７９．２３円）が予測値である。

　０５－１０年間の GDPpar年平均変動率－３．１％，fxrで同期間の平均レート

１．０４８３，（１０４．８３円）同期間の年平均変動率０．９６７９（－３．２１％）となってい

るので，日本の人口減少傾向は GDPの基礎条件の変革であり，基礎条件

から判断して円高トレンドに推移すると判断できよう。

　別の視点で判断すると，日米の実体経済の総体価値が対等になる「理論

的均衡値は１ドル＝ GDPpar１．００００（１００円）」である。

　２００４年GDPparは１にクロスし，０．９８８３（９８．８３円）を記録している。日

本の経済力 GDPの象徴であり，通貨の価値尺度を表す GDPparが１にク

ロスし，０．９８８３を記録したことは，日本の経済力が米国に追いつき，追い

越した年である。

　２０１０年，GDPparは０．８１７６（８１．７６円）になり，６年間で０．８７３７，－３．１％， 

年平均２．８４５円，円の価値が高くなっている。また，２００５年から人口減少時

代に入り，２０１０年，GDPparは５年間の年平均変動率－３．１％，であるので，

166─ ─

修道商学　第　５２　巻　第２号



０４年日米経済力が均衡して以降，年平均３％前後，円は価値を高めており，

米国はドル安を更新してきている。

　再検証すると人口減少による実体経済の総体価値を表す両国の GDPph

の経済成長率により，０５－１０年，年平均 GDPpar０．９６８９５の変動率は，年平

均前年比マイナス（３．１％）の円高ドル安になる。統計上は３．１％のデフレ

現象となるが，人口構造の変革により日本の経済構造が変革しているので，

人口減少による GDPの減少はデフレとみなすべきではない。日本は出産

または移民の受入れによる人口増加対策を講じない限り，前年比３．１％の比

率で，通貨の交換価値尺度は，“円高ドル安”で推移することを示している。

　経済政策として，仮に名目 GDP成長率を前年比プラス２％（人口増加＋

経済成長）にする政策は，デフレという言葉と統計の数字を混同して，経

済の本質的変化を見失った政策となる。単純計算ではあるが，前年比２％

経済成長するためには１０年の “GDPpar減少率３．１％＋経済成長２％＝

５，１％”GDPを増大させないと前年比２％成長とならないので５．１％成長を

達成させる必要が生じるが，先進国経済において５．１％成長はなかなか困難

であり，無理に公共事業を拡大してもその効果が出ないとき，過剰流動性

を増大させることになり，バブル崩壊後のデフレ対策のように国債発行残

高をますます巨額にする過ちを犯すことになろう。人口構造が経済構造の

基本条件であるので，GDPpar－３．１％は正常値でありデフレではない。さ

らに，国債発行残高は，人口減少に伴い GDPが減少するので，GDP減少

率だけ国債残高の GDP比率は年々自然に増加し，GDPに対する国債償還

比率も人口減少により荷重されることに留意すべきである。

　経済成長は人口増加政策を実施しない限り，必然的に人口と GDPの減

少に比例して，国債発行による借金は３．１％の自然加重となる。差し当たり，

人口自然増が期待できないとすれば移民による人口増加を計画せざるを得

ない。移民にアレルギー反応があるとすれば，金融・経済政策は「円高に

耐え得る経済構造改革並びに付加価値を高める政策」に切り替える必要が

あろう。
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３．　人口減少による GDP及び GDPpar変革と経済成長ビジョン

　０５－１０年間の平均 GDPpar変動率０．９６８９５（３．１０％円高）を基準にして，

２０１０年をベースに１１－１３年間の予測値を算定すると次の通りである。

　前項の予測値は，総人口が減少する中で，GDPは相対的に減少し，

GDPph指標もまた減少する。その結果，原則として人口構造の変化に伴っ

て，長期的に GDPが前年比減少するので，統計上デフレとなるが，実体

経済の基礎条件である人口の減少は，経済構造の変革を表しているので，

日本の経済成長が減少しても GDPphの平均変動率０．９９４４５４（－０．５５４６％）

であるので，１０年GDPph３７７３３の－０．５５４６％に相当する，１１年GDPph３７５２３ 

を切り下げない限りデフレと考えてはならない。従って，毎年 GDPph比

で－０．５５５％程度対GDPphは自然減となるので，人口減少に伴って，政府

は予算を節約せずに前年並みに使用すると，国債発行残高が GDPph比で

０．５５４６％の２倍程度増加し続けることになる。

　日本は人口減少による経済構造の変革に合わせて，経済政策を検討しな

いと財政政策を誤り，政府の財政予算の税収が減少し，国債の金利支払い

と償還・借り換え増加となるので，国債金利のデフオルト（支払い不履行）

を招き，国債償還不履行となれば，ギリシャ問題のようにデフオルトの窮

地に立たされて，ハイパーインフレションに波及することになりかねない

であろう。

　視点を変え，日本の GDPを一定とすると【GDP ÷総人口＝ GDPph】算

定式１により，人口対策を講じない限り，日本の人口減少比率に比例して

GDPphは減少する。その結果，日本の人口減少と GDPの比で GDPparが

決まる。一方，【（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／日本人口）＝

 GDPpar】算定式４により，仮に，日本と米国の GDPを一定とすると，現

実は，０５年以降の米国の人口は年平均１．００９６７増加し，日本の人口は年平均

０．９９９５０減少するので，１．００９６７／０．９９９５０＝１．００９９７６（０．９９７６％）相当の

GDPの価値が増加するので，その比率だけ円高ドル安要因となる。このた

め，人口増減の差がドル安円高が避けられず，前年比マイナス経済成長と
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なるであろう。先進国の付加価値競争力が均衡すると仮定すると，前年比

プラス成長を期待するためには，人口を増加させない限り，前年比 GDP

成長率はプラス成長を達成することができない。

　“GDP増減値（円ベース）は０．９９３９７，６年間の日本GDPは平均０．６０３％ 

減少，前年 GDP比不足率０．６０３％（４７９．２１５０兆円×０．００６０３＝２．８８９６６兆

円）以上の GDPの増加を達成する必要がある。また，GDPは付加価値生

産性の比較で決まるので，日本は知能を生かし，総力を挙げて付加価値競

争力を上げるために下記の努力が必要である。

①　人口減少を是認したうえで経済成長率を達成するためには，コスト

競争商品の生産は新興国に譲らざるを得ないので，先進国は次の付加

価値競争による商品生産，サービス産業で競争力を高める以外に方法

がない。

　日本は，人口が減少トレンドにある中で，第１次産業は国土が狭い

ので，主要資源エネルギー・食糧等の外国依存を余儀なくされ，第２

次産業は得意分野として発展してきたがコスト競争力分野は海外移転

が進み，付加価値競争力の強い分野が残る。サービス分野である第３

次産業は，下記の通り経済成長の余地が高く，国内外で活路を見出す

こととなろう。

②　国連の人口推計では２０１０年１０月末，世界人口は７０億に達し，２０５０年

には９８億人になると推計している４）。日本は太平洋と日本海に囲まれた

細長い島国であるので，将来に向けて，世界人口の自然増に対応する

ためには，海洋資源・食料などの開発が日本の生死を制する。海洋開

発による資源の確保のために狭い国土を海に向かって利用を拡大する

ことが日本の生き延びる道となり，経済成長を続ける手段である。海

洋開発の研究が日本経済の可能性を占う重要課題である。

　ただし，当面の課題は：
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４）　「エコノフオーカス」日経新聞１１年１０月２４日付け



　ⅰ　発明発見或いは技術開発研究による付加価値の高い新商品生産で競

争する，

　ⅱ　日本の得意とする産業分野で，デザイン・品質向上による付加価値

を高めて競争する，

　ⅲ　第３次産業（サービス分野である教育，医療関係を振興する産業を

始め，観光産業，金融・保険産業，公益産業，流通産業，公共事業な

ど），採算を重視したサービス産業の開発・発展に経済成長が託されて

いると云えよう。

　表１より，０５－１０年間の日本の GDP経済成長率と人口の平均減少率の推

移および並びに通貨の交換価値尺度を示す GDPpar均衡値平価の平均値は，

次の通りである。

４．　１１－１２年の年平均人口，GDP，GDPph，GDPparの予測値

　０５－１０年間の平均 GDPpar，fxrの平均変動率及び乖離率は表４の通りで

ある。

　さらに，０５－１０年間の日米の総人口，GDP，GDPph，GDPparの平均変

動率をベースにした１１－１４年の予測値は次項以下の通りである。

（１）　１０年の日米総人口，GDP，GDPph，GDPparの実績値

　【（日本 GDP ÷総人口）÷（米国 GDP ÷総人口）＝ GDPpar】算定式３及び

表Ⅰ－３の変動率により０５－１０年間の GDPpar通貨の交換価値尺度を算定す

ると次の通りである。

　日本の【為替レート÷ GDPpar ＝乖離率】は，表Ⅰ－３より，１０年の日米実

体経済の総体価値から比較した【為替レート（fxr）０．８７７８（８７．７８円）÷

 GDPpar０．８１７６（８１．７６円）＝７．３７％】円安に収斂し連動している。変動相場

制下において一桁台で連動している事実は，GDPparが通貨の交換価値尺度

であることを検証している。

１）１０年の日米総人口，GDP，GDPph，GDPparの実績値
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　１０年日本：GDP４７９２１５０億円／同期間総人口１．２７００億人÷１００＝

 GDPph３７７３３

１０年米国：GDP１４６６０４億ドル／同期間総人口３．１７６４億人＝

 GDPph４６１５４，

１０年日米 GDPpar：GDPph３７７３３／ GDPph４６１５４＝ GDPpar０．８１７６

（８１．７６円）

１０年為替レートと GDPparの乖離：fxr０．８７７８／ GDPpar０．８１７６＝乖

離率７．３７％

（２）　１０年を基準年とした GDPpar平均変動率による１１－１４年の予測値

　表１－３より，１０年を基準として０５－１０年間の GDPpar平均変動率をベー

スに１１－１４年の GDPparが変動すると仮定すると１１－１４年の GDPpar予測

値は次の通りである。

　１０年の GDPpar０．８１７６（８１．７６円，fxr８７．７８円）を基準に【０５－１０年の

GDPpar変動率 ０．９６９０（３．１％）】の比率で通貨の価値が円高になると仮定

すると１１－１４年の GDPparの算定【当年 GDPpar ×年平均変動率＝次年

GDPpar】は次の通りとなる。

２）１１－１４年の GDPpar予測値

１０年の GDPpar０．８１７６×０．９６９０＝ GDPpar０．７９２３（１１年７９．２３円）

１１年の GDPpar０．７９２３×０．９６９０＝ GDPpar０．７６７７（１２年７６．７７円）

１２年の GDPpar０．７６７７×０．９６９０＝ GDPpar０．７４３９（１３年７４．３９円）

１３年の GDPpar０．７４３９×０．９６４１＝ GDPpar０．７２０８（１４年７２．０８円）

　０５－１０年のGDP平均変動率０．９６９０を基準とした円ドルレートの基準値を

表す GDPpar予測値は，１１年７９．２３円，１２年７６．７７円，１３年７４．３９円，１４年

７２．０８円となり，人口減少による GDPpar通貨の交換価値尺度は年平均

３．１％の比率で円高になることを示している。
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　また，算定式２により計算した場合，１０年日本 GDPph３７７３×０．９９４４５４／

１０年米国GDPph４６１５４×１．０２６３＝３７５２，∴３７５２／４７３６７＝１１年GDPpar０．７９２１ 

となり，誤差０．０００２であり，この理論を裏付けしている。

（３）　１０年をベースに１１年の人口と GDPpar予測値

　【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／ GDPpar）】計

算式５，を用い，１０年の統計値をベースにして，次の０５－１０年の平均変動

率により１１年の GDPparと人口減少の予測値は次の通りである。

　また，６年間の人口平均減少率により総人口の減少を算定すると，【基準

年の総人口×０５－１０年平均人口減少率０．９９９５０２＝当該年の総人口】により，

「１０年の総人口１．２７００億人×６年間平均人口減少率０．９９９５０２＝１１年の日本総

人口１．２６９３７」∴１．２７００－１．２６９３７＝前年の人口から６．３万人減少する。

３）１１年の人口と GDPpar予測値および GDPparの影響度

１０年日本 GDP４７９２１５０億円×平均変動率０．９９３９７／１００＝１１年の

GDP４７６３２．５３

１０年 米 国 GDP１４６６０４億 ド ル × 平 均 変 動 率１．０３６２２９＝１１年 の

GDP１５１９１５

１０年米国人口３．１７６４億人×平均変動率１．００９６６９＝１１年の人口

３．２０７１１２６

１０年 GDPpar０．８１７６×平均変動率０．９６９０＝１１年の GDPpar０．７９２２５

１１年日本総人口 X ＝１１年日 GDP４７６３２．５／１１年米 GDP１５１９１５×１１年

米人口３．２０７１１２６／１１年 GDPpar０．７９２３＝０．３１３５４７×４．０４７８５＝１１年

日本の人口１．２６９１９

∴１．２７００－１．２６９１９＝－８．１万人の人口減少となる。

　８．１万人と６．３万人の差１．８万人は，１億２７００万人に対する誤差であるので，

計算方法の相違，統計値の単位処理と４捨５入等の誤差から生じていると

みなすことができる。従って，人口の増減と GDPparの変動の関係は，何
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れの算定方法を使用しても問題はなかろう。

　日本の人口が減少傾向の中で，６．３万人の人口が減少し，GDPparの予測

値０．７９２３が成立するのは，日本の経済力 GDPphと米国の人口増加と名目

GDPph指標，名目 GDPとの相関関係の結果として成立している。

（４）　１１年の予測値をベースに１２年の人口と GDPpar予測値

　【日本の総人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／ GDPpar）】

計算式５，を応用いて１１年の予測値をベースにして，次の０５－１０年の平均

変動率により１２年の GDPparを予測すると次の通りである。

４）１２年の人口と GDPpar予測および GDPparの影響度

１１年日本 GDP４７６３２．５３億円×平均変動率０．９９３９７／１００＝１２年の

GDP４７３４５

１１年米国 GDP１５１９１５億ドル×平均変動率１．０３６２２９＝１２年の

GDP１５７４５．５億ドル

１１年米国人口３．２０７１億人×平均変動率１．００９６６９＝１２年の人口３．２３８１億

人

１１年 GDPpar０．７９２３×平均変動率０．９６９０＝１２年の GDPpar０．７６７７

１２年日本総人口 X ＝１２年日本 GDP４７３４５／１２年米国 GDP１５７４５．５×１２

年米国人口３．２３８１／１２年 GDPpar０．７６７７＝０．３００６８９×４．２１７９２＝１２年

日本人口１．２６８２８の予測値

∴１．２６９１９－１．２６８２８＝９．１万人の人口減少となる

　また，【基準年の総人口×０５－１０年平均人口減少率０．９９９５０２＝当該年の総

人口】により算定すると１１年の日本総人口１．２６９３７×人口減少率０．９９９５０２＝

１．２６８７４，∴６．３万人相当の GDPの価値または人口の減少が生じる。なお，

計算方法の違いによる誤差は２．８万人である。

　日本の人口が減少傾向の中で，１２年の総人口は６．３万人から９．１万人の人

口が減少し，GDPparの予測値０．７６７７が成立するのは，米国の人口増加と名
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目 GDPphとの相関関係の結果として成立している。

５．　人口減少と SDRによる円高分析と対応

　日本の基準年（１０年）に対する０５－１０年平均人口減少率０．９９９５０２（－

０．０４８９％）は，１１年の人口を０．０４８９％減少させ，日本の基準年の GDPに

対する同期間の GDP減少率の０．９９３９７（－０．６０３％）は当該年の GDPを

０．６０３％減少させ，その結果，基準年に対する同期間平均 GDPph変動率

０．９９４４５４（－０．５５４６）は当該年の GDPphを０．５５４６％減少させる。

　また，基準年の GDPpar（通貨の交換価値尺度）が同期間の年平均変動率

０．９６９０（－３．１％）は，当該年の GDPparを毎年３．１％円高にすることを示

している。

　円ドルのGDPparは【GDPpar ＝日本GDPph ÷米国GDPph】算定式２，

で決まるので，日本の円高は米国の名目 GDPphの増減の影響を受けて決

まる。変動相場制移行後，米国の GDPは，人口増加に支えられて名目経

済成長率は０９年を除き，毎年上昇し続けている。米国の SDRの増減傾向は，

表Ⅱ（修道商学第５２巻第１号表Ⅵ参照）により「SDRを基準に分析」する

と１９８５年プラザ合意以降，２０１０年時点で，$SDRは１．０９８４から１．５４００へ

４０％，通貨価値を下げ（インフレ化）ている。同期間の日本の ¥SDRは

２．２０２３から１．２５４４に４３％，実質的に経済成長をし，通貨価値を高めている。

米国の名目成長率に対し日本の名目経済成長は，米国のインフレ要因を大

きく受ける中で成長を果たしてきたと判断できる。

　SDRによる日米の通貨価値格差の理由は次の通り日本経済の強さにある。

　１）日本は，バブルが崩壊するなかで，ビッグバンを実行し，リーマン

ショック，東日本大震災等の発生で経済はダメージを受けつつも，日本の

経常収支が瞬間的に赤字になることはあっても，年間ベースでは恒常的に

黒字ベースで推移している。これに対して，米国の経常収支は恒常的に赤

字である。日米の GDP経済成長格差は，GDPparによる通貨の交換価値

尺度の長期にわたる円高により，上記の実力の結果を裏付けていることを
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立証してきた。

　２）日本の外貨準備高が先進国の中では最高水準にあり，加えて海外資

産は先国の中では最高水準にあり，所得収支として利益還元されている。

　東日本大震災のダメージを受けている中で，国際金融市場における短期

投資資本は，ドルによるリーマンショックやユーロによるギリシャ問題，

資源エネルギーの相場変動リスクなど，短期資本のリスク回避のため，

ヘッジフアンド等による投資家は，日本円やスイスフランなど強い通貨に

回避し，史上最高値を更新する円高を実現している。円は，３月史上最高

値７９．７５円を更新し，さらに１０月３１日７５．３２円，史上最高値を記録し，政府

の市場介入により１０月末現在７５．５２～７９．５５円乱高下して推移している。

　３）日本は，消費税が５％と先進諸国２０％前後と比較して安いので，政

府財政が悪化しているものの海外から見ると対応できる余地が残されてい

る。

　４）国債発行残高が GDPの２２０％と世界１の巨額な水準であるが，海外

依存度は少なく９５％は日本国内で保有されているので安定，ヘッジフアン

など投機筋の資本逃避先として円にリスク回避して円高になっている。

　５）日本の政策金利水準は，長期にわたりゼロ金利に張り付いている。

このため，企業の借入金は少なく，流動資産は高水準にあり，企業は資金

不足に悩まされ難く，比較的に安定しているので倒産も少ない。

　６）巨額のユーロマネーは利益を求めて為替市場で短期的に資本移動を

繰り返し，移動先の国の経済を混乱させているが，ひとたび，金融ショッ

クや，投機商品の下落，或いは国家紛争など有事の事態が発生するとユー

ロマネーは経済が安定している国，強い通貨（日本円）にリスク回避する。

　このように，海外の視点に立って日本経済を見るとき，日本は安心して

リスク回避できる国であり，通貨であると判断されているので，円安トレ

ンドになり難い。

　以上の事実により，“素晴らしい実力を有している日本人は，それに気づ

き，もっと自信と執権を持つべきである。自信と執権をもって行動すると
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き，日本経済は活性化し，世界経済の安定成長に貢献できる国家となる。”

　さらに，「通貨の交換価値尺度」である GDPpar，は，経済力の象徴であ

るので，通貨高（円高）トレンドにあることは国家の隆盛を象徴しており，

円高は国・企業・個人の資産の増加であり，生活費が割安となるので歓迎

すべきである。従って，輸出にこだわり，目先の利益に捉われるのではな

く，資源エネルギー・食料を海外依存している我が国は，輸出入比率の差

数％の円高対応で済むので，数％の円高対応は困難ではない。貿易収支及

びサービス収支の差である経常収支が日本の実力を示している。経常的黒

字と資本収支の差額が為替の影響を受けるが，日本人は，この実力に相応

しい執権と自信を持って国際的に行動すべきであり，人口減少に相応しい

経済政策を実行すべきであろう。円高は資産の増加であり，国力の増大・

国の信用の増大であり，国民生活の安定・物価水準の安定となり，世界経

済の安定成長に貢献することを忘れてはならない。円安は目先の利益と思

われるが，円安は経済力の低下を示しているので，長期的には不利益とな

ることを知るべきであろう。

　人口減少は，GDPによる経済成長率を必然的に恒常的に低下させるので，

統計上はデフレ現象が生じやすいが，人口減少は日本経済の構造変革であ

るので，前年比人口減少率で生じる GDP予測値を下回るマイナス成長率

ない限りデフレと考えるのは誤りである。

　さらに，人口減少を考慮しない経済政策は予算の無駄使いとなり，財政

をひっ迫させ，国債発行残高の増加となり，将来に付けをまわし，子孫に

対し禍根を残すだけではなく，国家を衰退させることになる。

６．　１０年を基準年に GDP成長率２％達成の問題点

　米国の人口と名目 GDP，日本の GDPを０５－１０年平均変動率で変動を前

提に日本の“GDP成長率を２％増加”させるに必要な日本の総人口・GDP

を次項で分析する。
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（１）　経済成長率２％に見合う GDPparと人口の増減の分析

　算定式５【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／

 GDPpar）】を応用し，米国の人口とGDPを０５－１０年平均増減率とし，日本

の GDP成長率が前年比２％の達成に必要な総人口 Xを算定する。

　２０１０年の基礎データ：「１０年：日本の総人口１．２７億人，１０年：

GDP４７９２１５０億円／１００＝４７９２１．５億単位，１０年：GDPph３７７３３４６円，

１０年 GDPpar０．８１７６（８１．７６円）」

　計算式は【日本総人口X ＝（日本のGDP年平均成長率×１．０２／米国GDP × 

年平均成長率）×（米国人口×年平均増減率／ GDPpar ×年平均変動率）】と

なる。

（A）経済成長率２％に見合う１１年の人口増減の基礎データ：

１０年米国総人口３．１７６４億人×６年平均人口増減率１．００９６６９＝１１年

３．２０７１億人

１０年日本 GDP：４７９２１５０億円×成長率１．０２＝１１年の GDP４８８７９９３億円

１０年米国 GDP１４６６０４億ドル×６年平均増減率１．０３６２２９＝１１年の

GDP１５１９１５

１０年 GDPpar０．８１７６（８１．７６円）× 平 均 変 動 率０．９６９０＝１１年 の

GDPpar０．７９２２５

１０年の GDPpar０．８１７６（８１．７６円），為替レート fxr８７．７８円，乖離率

７．３７％である。

日本総人口 X ＝１０年日本総人口１．２７００億人×平均変動率０．９９９５０２＝

１．２６９３７

１１年日本総人口 X ＝１．２７００億人－１．２６９３７億人＝－６．３万人の予測値で

あるが，
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１０年比２％経済成長率に必要な人口は，下記 B項の通り３２５万人相当

の GDPとなる。

　３２５万人相当の GDP：１１年，GDP２％上昇の GDP４８８７９９３億円÷１１年

人口１．２６９３７＝ GDPph３，８５０．７×３２５万人＝１２５１，４８５，１６５，１２．５兆円相当の

GDPの増加が必要となる。

　人口減少の日本経済においては，GDP成長率前年比２％成長は，米国の

人口と GDPの相関関係にあるので，困難を極める結論になると同時に，

前年比 GDP成長率は人口減少の結果デフレ現象の傾向となるが，人口減

少は，デフレとみなすことは誤りである。日本経済構造の基礎条件が変革

しているのである。

（B）経済成長率２％に見合う１１年の必要人口の算定式：

【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／ GDPpar）】

より，

（１１年日本の GDP４８８７９．９３億円÷１１年米国の GDP１５１９１５．６億ドル） ＝

０．３２１７５７

（１１年米国人口３．２０７１億人÷１１年 GDPpar０．７９２３）＝４．０４８１

日本の人口 X ＝日米 GDP比率０．３２１７５７×人口比率４．０４８１＝３２５万人，

　∴人口増加３２５万人が必要である。

　Bの解説：１０年の統計と GDPparをベースに，経済成長を２％達成する

に必要な日本の総人口の算定は，０５－１０年平均変動率０．９６９０と仮定すると

１１年の GDPpar０．７９２３（７９．２３円）となる。その結果，０．７９２３（７９．２３円）

を通貨の交換価値尺度として，GDP成長率２％を達成すために必要な日本

の総人口は３２５万人或いはこれに相当する経済成長を達成する必要がある。

ただし，変動相場制下の１１年１０月３０日の平均為替レートは７５．８５円，

GDPpar０．７９２３，乖離率０．９５７３（－４．２７％）円高で推移している。

178─ ─

修道商学　第　５２　巻　第２号



（２） GDPparによる価値尺度のターゲットを選定した場合の人口・

GDPの増減

（C）GDPparを指定した場合の人口・GDPの増減

　０５－１０年平均増減率を採用し，通貨の価値 GDPparを決めた場合の人口

の増減式：【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／

 GDPpar）】の通りである。

（C）GDPpar通貨の交換価値の設定した場合に必要とする人口の増

減：

① GDPpar０．７９２３（７９．２３円）（１１年の GDPpar）：０．３２６８７７×４．０４８１＝ 

１．３０２５－１．２７＝３２５万人増加が必要。

② GDPpar０．８０００（８０円）：０．３２６８７７×４．００８９＝１．２８９８９－１．２７＝

１９８．９万人増加が必要。

③ GDPpar０．８１７６（８１．７６円）（１０年の GDPpar）：０．３２６８７７×３．８８５０＝ 

１．２６９９－１．２７∴－１万人減。

④GDPpar０．８５００（８５円）：０．３２６８７７×３．７７３１＝１．２１４０－１．２７＝－５６０

万人減。

円安は人口減，円高は人口増に相当する GDPの増減が必要となる。

　Cの解説：２０１０年の日米基礎データは，日本総人口１．２７００億人，米国総

人 口３．１７６４，日 本 GDP：４７９２１５０億 円，米 国 GDP１４６６０４億 ド ル，

GDPpar０．８１７６である。

【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／ GDPpar）】算定

式により，（日本の GDP ／米国 GDP）：４７９２１５０億円÷１００／１４６６０４億ドル

＝ GDP比０．３２６８７７。

次に，（米国人口／GDPpar）：米国総人口３．１７６４÷ GDPpar０．８１７６＝３．８８５０

日本の人口 X ＝０．３２６８７７×３．８８５０＝１．２６９９－１．２７∴－１万人減と同値にな

る。
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（D）GDPpar０．８１７６を基準にして GDPpar０．０１（１円）変動した場合の人口

の増減予測

　１０年GDPpar０．８１７６を基準にしてGDPpar０．０１（１円）当り円の円高，円

安にする計算式【米国人口／ GDPpar】で試算をすると米国人口に対する

GDPpar０．０１（１円）当たりの変動要因は次の通り，

米国総人口３．１７６４÷ GDPpar０．８０７６＝３．９３３１

米国総人口３．１７６４÷ GDPpar０．８１７６＝３．８８５０

米国総人口３．１７６４÷ GDPpar０．８２７６＝３．８３８１

　この数値を【日本の人口 X ＝（日本の GDP ／米国 GDP）×（米国人口／

 GDPpar）】算定式に「米国総人口３．１７６４，日本 GDP：４７９２１５０億円，米国

GDP１４６６０４億ドル」を導入し，GDPparに対する人口数の増減相当の GDP

の変動を算定する。

GDPpar０．８０７６の場合：日本人口 X ＝０．３２６８７７×３．９３３１＝１．２８５６４

GDPpar０．８１７６の場合：日本人口 X ＝０．３２６８７７×３．８８５０＝１．２６９９３

GDPpar０．８２７６の場合：日本人口 X ＝０．３２６８７７×３．８３８１＝１．２５４５９

　仮に，２０１０年の GDPpar０．８１７６で上下１円を設定した場合に必要な日本

総人口 Xは次の通りである。

GDPpar０．８２７６の場合：日本人口 X ＝１．２７００－１．２５４５９＝＋１５４万人相当の

GDP創出

GDPpar０．８１７６の場合：日本人口 X ＝１．２７００－１．２６９９３＝＋０．７万人の差で

均衡

GDPpar０．８０７６の場合：日本人口 X ＝１．２７００－１．２８５６４＝－１５６万人相当の

GDP 低下

　上記の通り，GDPpar０．８１７６を基準に試算した結果は，１円円安に必要な

人口は円安で約１５４万人，円高で－１５６万人に相当する GDPの増減となる。

　１０年の GDPpar０．８１７６をベースにして，日本の総人口 Xの必要数は
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１．２６９９３億人であり，現実の人口は１．２７億人であるので差０．７万人で均衡す

ることは，計算の正しさを検証している。と同時に，日本の総人口１．２７億

人に対する上記 GDPparの算定値に相当する総人口数との人口数の差が，

GDPの価値の増減値と等価となる。

　以上の算定値から判断すると，１０年の統計値から算定された

GDPpar０．８１７６（８１．７６円）が実体経済の総体価値尺度として，最適な水準

値であることを検証している。

　次に，２０１０年 GDPpar０．８１７６（８１．７６円）を基準に１円，円高・円安に

なった場合の人口の変動に対しGDPph３７７３３．５をかけるとGDPが算定され

る。企業の採算レート上下１円円高・円安に対する GDPの増減【増減

GDP ＝増減人口× GDPph】は次の通りとなる。

GDPpar０．８２７６の必要人口と GDP：１５４万人× GDPph３７７３３＝＋５．８１１兆円

GDPpar０．８１７６の必要人口と GDP：０．７万人× GDPph３７７３３＝＋０．０２６兆円

GDPpar０．８０７６の必要人口と GDP：－１５６万人× GDPph３７７３３＝－５．８８６

兆円

（E）「企業の輸出採算レート１ドル＝８０円の上下５円変動した場合の人口・

GDPの増減予測」

　日本の大手輸出産業の採算レートは１０年８５円，１１年８０円，１２年７５円（仮

定値）を企業内採算レートとしているので，通貨の価値尺度となる

GDPparを為替レートの採算レートとして設定する。

　企業の輸出採算レート GDPpar０．８０００を基準に，米国人口に対する

GDPpar０．０５（５円）当たりの変動要因の試算：【米国人口／ GDPpar】の解

は次の通りである。

米国総人口３．１０１８÷ GDPpar０．８５００＝３．６４９２

米国総人口３．１０１８÷ GDPpar０．８１７６＝３．７９３８

米国総人口３．１０１８÷ GDPpar０．８０００＝３．８７７３

米国総人口３．１０１８÷ GDPpar０．７５００＝４．１３５７
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上記解の数値＝（米国人口／ GDPpar）の解および（日本のGDP ／米国GDP

 ＝０．３２６８７７）の数値を算定式【日本の人口X ＝（日本のGDP ／米国GDP）×

（米国人口／ GDPpar）】に導入し，企業の輸出採算レート GDPpar０．８０００を

基準にした上下５円，円高・円安に必要な人口の値を算定する。

GDPpar０．７５００の場合 :日本人口 X＝０．３２６８７７×４．１３５７＝１．３５１８７

GDPpar０．８０００の場合 :日本人口 X＝０．３２６８７７×３．８７７３＝１．２６７４０

GDPpar０．８１７６（８１．７６円）日本人口 X＝０．３２６８７７×３．７９３８＝１．２４０１１

GDPpar０．８５００の場合 :日本人口 X＝０．３２６８７７×３．６４９２＝１．１９２８４

　次に，２０１０年 GDPpar０．８１７６（８１．７６円），人口１．２７億人に対する

GDPpar上下５円，円高・円安に必要な人口を加算すると企業の採算レート

に対する GDPphと均衡する人口の増減は次の通りとなる。

GDPpar０．８５００の場合：日本人口 X ＝１．２７－１．１９２８４＝＋７７２万人相当の

GDP減少

GDPpar０．８１７６の場合：日本人口 X ＝１．２７－１．２４０１１＝＋２９９万人相当の

GDP減少

GDPpar０．８０００の場合：日本人口 X ＝１．２７－１．２６７４０＝＋２６万人で均衡

GDPpar０．７５００の場合：日本人口 X ＝１．２７－１．３５１８７＝－８１９万人相当の

GDP創出

上記数値を算定式，【GDP ＝日本の増減人口× GDPph】に代入すると

GDPparに相当する GDPの金額が下記の通り計算される。

GDPpar０．８５００の場合 :人口 X ＝＋７７２万人× GDPph３７７３３＝＋２９．１２９８７６

兆円

GDPpar０．８１７６の場合 :人口 X ＝＋２９９万人× GDPph３７７３３＝＋１１．２８２１６７

兆円

GDPpar０．８０００の場合:人口X ＝＋２６万人× GDPph３７７３３＝＋０．９８１０５８兆円

GDPpar０．７５００の場合 :人口 X ＝－８１９万人× GDPph３７７３３＝－４３．１６７０７８

兆円

【日本 GDPph ÷米国 GDPph＝ GDPpar】算定式２，により判断すると，
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日本政府が，仮に，輸出採算レート１ドル＝８５円として目標値を設定し，

前提条件をセットして算定した場合，５円の円安は総人口比で７７２万人相当

の GDP付加価値，＋２９．１２９８７６兆円の価値を喪失するので，仮に GDPph

が前年と変わらないとすれば７７２万人の人口増加が必要となる。また，１ド

ル＝７５円に設定した場合，－８１９万人相当の GDP付加価値，－４３．１６７０７８

兆円相当の GDPの価値を節約できるので，仮に，GDPphが前年と変わら

ないとすれば８１９万人の不用人口を出す可能性を表している。

　通常，円高は失業を生み，円安は雇用を創出すると考えられている通り，

２０１０年を基準年として算定した１１年の GDPpar通貨の価値尺度の増減は，

GDPparの価値尺度に匹敵する人口と GDPの価値の喪失または創出をす

ることになる。

７．人口と GDPの増減による GDPparの影響度

　GDPparの影響度は，両国のGDP，人口，GDPphの値の変動に均衡す

る。その解釈と具体的影響は，実体経済においては，GDPparの変動に

よって生じる通貨の価値の変動は，両国の人口の増減数，GDP成長率

（額），GDPphを変動させるが，それぞれの変動値は GDPparの価値に相

当する価値の変動値に均衡する。

　従って，人口とGDPphの変動は，実体経済を，しだいにGDPparの価

値水準に変動させるので，特に，人口の増減は，雇用を増減させ，GDPを

増減させ，さらに，通貨価値・資産価値を増減させ，企業を盛衰させ，

GDPpar（通貨の交換価値尺度）となる。

結論：日本の人口が減少トレンドにあるので，２０１０年の日米人口，GDP，

GDPph，GDPparをベースにして，GDPpar通貨の価値尺度が，１円或い

は５円上下に変動したとき，単純計算背はあるが，日本の必要人口の増減

および GDP成長率の変動を検証した。

①　１円の円高は１５６万人相当の GDP５．８８６兆円相当の価値を増加させる。

183─ ─

神田：人口減少による GDPマイナス成長率は円高・ドル安誘因



②　１円の円安は－１５４万人相当の GDP５．８１１兆円相当の価値を減少させ

る。

③　１ドル＝７５円の円高は８１９万人相当の不用人口または４３．１６７兆円相当

の GDPの価値を増価させる。

④　１ドル＝８５円の円安は７７２万人相当の人口増加効果または２９．１２９兆円

相当の GDPの価値を減少させる。

⑤　基準年の GDPpar０．８１７６から判断して円安が進むほど実質所得は減

少（インフレ化）するかまたは雇用が増加するが，円安とは逆に，円

高が進むほど実質所得が増加（デフレ化）または雇用が減少する傾向

がある。

　日本経済の構造変化を立て直すためには人口問題の対応が最重要課題と

なる。

お　わ　り　に

　これまでの論文（参考資料参照）において，GDPparによる通貨の交換価
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表Ⅰ－４．人口減少，GDP，GDPparの変動率と予測値及びそれらの価値の変動

乖離率fxrGDPparGDPph千円GDP兆円人口 億人項　目

０．９３８１ ０．８７７８ ０．８１７６ ３７７３．３４７９．２１ １．２７２０１０年実績

１．１９７４９０．９６７９３０．９６８９５０．９９４４５４０．９９３９７０．９９９５０２５－１０年変動率

１９．７５－３．２１－３．１－０．５５４６－０．６０３－０．０４９８

０．７９２２ ３７５２．４４７６．３３５ １．２６９３８１１年予測値

－２．５４－０．２８９－６．２

０．７６７７ ３７３３．０４７３．４５ １．２６８２８１２年予測値

０．７２０８ １３年予測値

０．８２７６ ３７７３．３－５．８１１（－１５４万人）１ドル＝１円変動

０．８１７６ ３７７３．３－０．０２６　－０．７人

０．８０７６ ３７７３．３　５．８８６　１５６万人

０．８５００ ３７７３．３－２９．１２９９－７７２万人１ドル＝５円変動

０．８０００ ３７７３．３ －０．９８１１ －２６万人

０．７５００ ３７７３．３３０．９０３３　８１９万人



値尺度は，日米の人口増減と GDPによるインフレ・デフレの影響を包含

した名目 GDPph指標の相対的比較で決まる。固定相場制を経て変動相場

制に移行し，現在に至るまで【GDPpar ≒為替レート】両者は，GDPparを

為替の交換価値尺度として収斂・連動してきたことを立証している。

　日本の人口減少による GDP及び GDPparの変動予測は，表１－１～２の通

り，１９７３－２０１０年の GDPparの増減は前年比年平均変動幅０．９８５７

（１．４３％）円高で推移しており，fxrの前年比増減率の変動幅の増減は前年

比平均 fxr２．７１５％で円高になり，両者の同期間平均乖離率１６．８１％である。

また，金額ベースでは，固定相場制時代１ドル＝３６０円から２０年，変動相場

制移行年 fxr２．７１７０から３８年，現在１ドル＝７６円台で変動しているので，単

純計算ではあるが，固定相場制時代から５８年で年平均４．９０円の円高が進み，

１９７３年変動相場制移行時点の２７１．７０円から毎年５．１５円，円高になってきて

いる。

　２００５年より６年間の日本の人口は，減少トレンドにあり，同期間の人口

は前年比０．９９９５０２減少，減少率は，０．０４９８％である。人口減少は GDP成

長率を前年比デフレ化し，通貨の価値尺度である GDPparは０．９６９０，年平

均３．１％円高にすることを検証してきた。

　なお，GDPparは，米国の人口および GDPの増減と日本のそれとの相

関関係にあるので，０５－１０年間の米国の年平均変動率を前提条件とし，１０

年の両国のデータを基礎条件として１１－１４年の GDPparの予測値は

「GDPpar ×年平均変動率」により次の通りである。

１０年の GDPpar０．８１７６×０．９６９０＝ GDPpar０．７９２３（１１年７９．２３円），

１１年の GDPpar０．７９２３×０．９６９０＝ GDPpar０．７６７７（１２年７６．７７円），

１２年の GDPpar０．７６７７×０．９６９０＝ GDPpar０．７４３９（１３年７４．３９円）

１３年の GDPpar０．７４３９×０．９６４１＝ GDPpar０．７２０８（１４年７２．０８円）

　１０年のGDPpar０．８１７６に対しfxr８７．７８円，乖離率１．０７３６（７．３７％），円安

になっていると判断する。また，０５－１０年の前年比変動率は３．１％の円高に

なることを検証しており，１１年９月の平均為替レートは７６．５０円であるので，
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１１年平均 GDPparの予測値７９．２３円，変化率０．９６５５４（３．４４６％）円高に乖

離し，予想値どおり円高トレンドに入っていることを検証している。

　以上の事実から，日本の人口減少は GDPを減少するが，米国の人口と

GDPの増減と相関関係にあるので，２００５－２０１０年間の日米人口と GDPの

増減は，同期間の GDPpar通貨の交換価値尺度を年平均３．１％円高にする。

　このような状況の中で GDP成長率前年比２％達成は，人口構造の減少に

よる日本経済の構造変化であるので，実質５％程度の成長が必要となり，

極めて困難であると同時に，デフレとみなすことは理論的に誤りである。

従って，高度に成熟した経済・社会にあって人口減少トレンドにあること

は，日本経済を立て直すためには人口減少に見合う小さな政府を実現する

ことが急務であろう。

　円高は，日本の経常収支がプラスである限り続き，GDPparが１ドル＝

１００円に円安均衡するまで円高を覚悟しなければならないであろう。

　結論として，先進国の付加価値競争力が均衡すると仮定すると，人口を

増加させない限り，GDP成長率はプラス成長を達成することができない。

　人口減少を是認したうえで経済成長率を達成するためには，コスト競争

商品の生産は新興国に譲らざるを得ないので，先進国は次の付加価値競争

のある商品生産，サービス産業で競争力を高める以外に方法がない。

　日本は，人口が減少トレンドにある中で，第１次産業は国土が狭いので，

主要資源エネルギー・食糧等の外国依存を余儀なくされ，第２次産業は得

意分野として発展してきたがコスト競争力分野は順次海外移転が進み，付

加価値競争力の強い分野が残る。サービス分野である第３次産業は，経済

成長の余地が高く，国内外でサービス産業に活路を見出すこととなろう。

　以上の理論的根拠により，経常収支の黒字を維持している日本人は，経

済力にもっと自信を持つべきである。自信をもって行動するとき円高は日

本経済を活性化し，世界経済に貢献できる実力を実感できるようになるで

あろう。
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表Ⅰ－１．１９５０－２０１０年間の日本の人口，GDP，GDPphおよび増減率の推移

前年比日本 GDPph前年比日本人口前年比成長率日本 GDP
１．２００５６４１０３４９１．０１４１８２１．０８７０１．２１７５９０１１２４９８０１９７３
１．１７７４８６１２１８６１．０１３４３１１．１０１６１．１９３３０１１３４２４４０１９７４
１．０９０９４２１３２９５１．０１２８００１．１１５７１．１０４９０６１４８３２７０１９７５
１．１１２２６３１４７８７１．０１０７５６１．１２７７１．１２４２２６１６６７５３０１９７６
１．１０２４９９１６３０３１．００９６６６１．１３８６１．１１３１５５１８５６２２０１９７７
１．０９１２１７１７７９０１．００９１３４１．１４９０１．１０１１８４２０４４０４０１９７８
１．０７４７９５１９１２０１．００８４４２１．１５８７１．０８３８６８２２１５４７０１９７９
１．０８９０５８２０８２３１．００８１１３１．１６８１１．０９７８９３２４３２３５０１９８０
１．０６５３９９２２１８５１．００７２７７１．１７６６１．０７３１５１２６１０２８０１９８１
１．０４２６２１２３１３０１．００６９６９１．１８４８１．０４９８８７２７４０５００１９８２
１．０３４８２０２３９３６１．００７００５１．１９３１１．０４２０６９２８５５７９０１９８３
１．０６０６６７２５３８８１．００６４５４１．２００８１．０６７５１２３０４８５９０１９８４
１．０６１９４３２６９６１１．００６３２９１．２０８４１．０６８６６５３２５７９２０１９８５
１．０４０９２１２８０６４１．００５３７９１．２１４９１．０４６５２０３４０９４８０１９８６
１．０３８５４０２９１４５１．００４９３９１．２２０９１．０４３６６９３５５８３７０１９８７
１．０６８０５６３１１２９１．００４０１３１．２２５８１．０７２３４２３８１５７９０１９８８
１．０６９１６６３３２８２１．００３９９７１．２３０７１．０７３４４０４０９６０２０１９８９
１．０７５３０６３５７８８１．００３３３１１．２３４８１．０７８８８９４４１９１５０１９９０
１．０５７６１４３７８５０１．００３９６８１．２３９７１．０６１８１１４６９２３００１９９１
１．０２３０２３３８７２２１．００３２２７１．２４３７１．０２６３２４４８１５８２０１９９２
１．００７１７４３９０００１．００３０５５１．２４７５１．０１０２５２４８６５１９０１９９３
１．００７９３７３９３０９１．００２９６６１．２５１２１．０１０９２７４９１８３５０１９９４
１．００９１８１３９６７０１．００２７９７１．２５４７１．０１２００４４９７７３９０１９９５
１．０２３３９０４０５９８１．００２７９０１．２５８２１．０２６２４５５１０８０２０１９９６
１．０１８９８０４１３６８１．００２６２３１．２６１５１．０２１６５２５２１８６２０１９９７
０．９６６４３４３９９８０１．００１１１０１．２６２９０．９６７５０７５０４９０５０１９９８
０．９４８３６２３７９１５１．００１６６３１．２６５００．９４９９３９４７９６２９０１９９９
１．０４６９６８３９６９６１．００１６６０１．２６７１１．０４８７０６５０２９９００２０００
０．９８７９６３３９２１８１．００１５７８１．２６９１０．９８９５２３４９７７２００２００１
０．９８５６５０３８６５６１．００１４９７１．２７１００．９８７１２５４９１３１２０２００２
０．９９６６７３３８５２７１．００１２５９１．２７２６０．９９７９２８４９０２９４０２００３
１．０１５４２９３９１２１１．０００９４３１．２７３８１．０１６３８６４９８３２８０２００４
１．００６２８２３９３６７１．０００５５０１．２７４５１．００６８３５５０１７３４０２００５
１．０１１２２３３９８０９１．００００００１．２７４５１．０１１２２３５０７３６５０２００６
１．０１６４７２４０４６５０．９９９６０８１．２７４０１．０１６０７３５１５５２００２００７
０．９７９２３２３９６２４０．９９９１３７１．２７２９０．９７８３８７５０４３７８０２００８
０．９３４６５３３７０３５０．９９８９７９１．２７１６０．９３３６９９４７０９３７０２００９
１．０１８８６０３７７３３．４６０．９９８７４２１．２７００１．０１７５７８４７９２１５０２０１０
同期間成長率日本 GDPph同期間の増減率日本人口同期間成長率日本 GDP
１．０４１０１．００４５１．０４５９７３－１０年平均変動率
０．９９５６１．０００５０．９９６１９９－１０年平均変動率
０．９９４５３９００５．５８８２０．９９９５１．２７２９０．９９４０４９６５２４８．３３３３０５－１０平均値
（０．５５４６）（０．０４９８）（０．６０３０）

出所：GDP，人口，為替レートの各統計値は IMFの IFS統計１９７９年，２００１年２０１１年の yearbookよ
り作成した。

注：①０５年をピークに日本の人口減少に入る。
　　②０５－０９年の期間，平均０．０３４５％減少している。 
　　③同期間米国の人口は平均０．９７７１％上昇している。 
　　④同期間の日米の人口格差は GDPparに対し年平均１．０１６６％拡大する。 
　　⑤２０１０予測値は，人口増減②及び③を採用して計算した。
　　⑥ GDPphは，IMFの GDP成長予測値を採用して計算した。
　　⑦２０１１年，IMFの GDP予測成長率，
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表Ⅰ－２．１９５０－２０１０年間の米国の人口，GDP，GDPphおよび増減率の推移

前年比成長率米国 GDPph前年比米国人口前年比成長率米国 GDP
１．１０８６９７６５８５１．００７４６９２．１０４１１．１１６９７８１３８５５１９７３
１．０６５９３６７０１９１．０１６３４９２．１３８５１．０８３３６３１５０１０１９７４
１．０７８７１３７５７１１．００９９１３２．１５９７１．０８９４０７１６３５２１９７５
１．１０４８０９８３６５１．００９５８５２．１８０４１．１１５３９９１８２３９１９７６
１．１０２６４２９２２４１．０１００９０２．２０２４１．１１３７６７２０３１４１９７７
１．１１８２７４１０３１４１．０１０６７０２．２２５９１．１３０２０６２２９５９１９７８
１．１０５５５１１１４０３１．０１１０９７２．２５０６１．１１７８１９２５６６４１９７９
１．０７６３９５１２２７４１．０１１９９７２．２７７６１．０８９３０８２７９５６１９８０
１．１０９４６２１３６１８１．００９５７１２．２９９４１．１２００８２３１３１３１９８１
１．０３０８４８１４０３８１．００９６９８２．３２１７１．０４０８４６３２５９２１９８２
１．０７４７３１１５０８７１．００９１７４２．３４３０１．０８４５９１３５３４９１９８３
１．１０２７９２１６６３８１．００８８３５２．３６３７１．１１２５３５３９３２７１９８４
１．０６１７５１１７６６５１．００８９６９２．３８４９１．０７１２７４４２１３０１９８５
１．０４７３２５１８５０１１．００９１８３２．４０６８１．０５６９４３４４５２９１９８６
１．０５５５６３１９５２９１．００８９７５２．４２８４１．０６５０３６４７４２５１９８７
１．０６７３７５２０８４５１．００９１４２２．４５０６１．０７７１３２５１０８３１９８８
１．０６４６４０２２１９３１．００９３０４２．４７３４１．０７４５４５５４８９１１９８９
１．０４６１８３２３２１７１．０１０５５２２．４９９５１．０５７２２２５８０３２１９９０
０．９９７８０２２３１６６１．０３３８０７２．５８４０１．０３１５３４５９８６２１９９１
１．０４４３０２２４１９３１．０１０７９７２．６１１９１．０５５５７８６３１８９１９９２
１．０３９７１５２５１５４１．０１１０２６２．６４０７１．０５１１８０６６４２３１９９３
１．０５０４１２２６４２２１．０１１０５８２．６６９９１．０６２０２７７０５４３１９９４
１．０３７５７３２７４１４１．０１１０８７２．６９９５１．０４９０７６７４００５１９９５
１．０４４２７７２８６２８１．０１１００２２．７２９２１．０５５７６７７８１３２１９９６
１．０５０８１８３００８３１．０１１０２９２．７５９３１．０６２４０７８３００８１９９７
１．０３９９４６３１２８５１．０１８６６４２．８１０８１．０５９３５６８７９３５１９９８
１．０５０７８６３２８７４１．０１２２７４２．８４５３１．０６３６８３９３５３５１９９９
１．０５１６９９３４５７３１．０１１６３３２．８７８４１．０６３９３３９９５１５２０００
１．０２２４０９３５３４８１．０１０９７８２．９１００１．０３３６３３１０２８６２２００１
１．０２４０２７３６１９７１．０１０３４４２．９４０１１．０３４６１９１０６４２３２００２
１．０３６６７７３７５２５１．００９９３２２．９６９３１．０４６９７３１１１４２２２００３
１．０５４８５５３９５８３１．００９７３３２．９９８２１．０６５１２２１１８６７８２００４
１．０５４６６０４１７４７１．００９７３９３．０２７４１．０６４９３２１２６３８４２００５
１．０４９９０８４３８３０１．００９７７７３．０５７０１．０６０１７４１３３９８９２００６
１．０３９３７６４５５５６１．００９７１５３．０８６７１．０４９４７４１４０６１８２００７
１．０１２０１８４６１０４１．００９７１９３．１１６７１．０２１８５４１４３６９１２００８
０．９７３２６５４４８７１１．００９５９３３．１４６６０．９８２６０２１４１１９１２００９
１．０２８５９７４６１５４１．００９４７１３．１７６４１．０３８３３８１４６６０４２０１０
同期間平均変動率米国 GDPph同期間平均増減率米国人口同期間平均成長率米国 GDP
１．０５５９１．０１１１１．０６７６７３－１０年平均変動率
１．０３３２１．０１０２１．０４３８９９－１０年平均変動率
１．０２６３４４７１０．２８５７１．００９７３．１０１８１．０３６２１３８７４６．１６６７０５－１０平均値
２．６３０４０．９６６９３．６２２９

定義：通貨の交換価値尺度GDPparは，GDPph指標の比で決まる。日GDPph ÷米GDPph ＝ GDPpar
注：①日本の人口減少は，他の条件を一定とすると，その比率だけ円安要因になる。（インフレ現象）

その逆は円高要因となる。
　　②米国の人口増加は，他の条件を一定とすると，その逆数の比率だけ円安になる。（デフレ現象）

その逆は円安要因となる。
　　③日本の GDPの減少は，他の条件を一定とすると，その比率だけ円高となる。（デフレ現象）

その逆は円安要因となる。
　　④米国の GDPの増加は，他の条件を一定とすると，その逆数の比率だけ円安となる。（インフ

レ現象）その逆は円高要因となる。
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表Ⅰ－３．日米の GDPpar，fxr

⑤前年比変動率④ fxr③前年比成長率② GDPpar① GDPgap
０．８９６４２．７１７０１．０８２９１．５７１７０．６３６２１９７３
１．０７５０２．９２０８１．１０４６１．７３６２０．５７６０１９７４
１．０１６１２．９６７９１．０１１３１．７５５９０．５６９５１９７５
０．９９９２２．９６５５１．００６７１．７６７７０．５６５７１９７６
０．９０５４２．６８５１０．９９９９１．７６７５０．５６５８１９７７
０．７８３７２．１０４４０．９７５８１．７２４７０．５７９８１９７８
１．０４１３２．１９１４０．９７２２１．６７６８０．５９６４１９７９
１．０３４７２．２６７４１．０１１８１．６９６５０．５８９５１９８０
０．９７２７２．２０５４０．９６０３１．６２９１０．６１３８１９８１
１．１２９４２．４９０８１．０１１４１．６４７７０．６０６９１９８２
０．９５３５２．３７５１０．９６２９１．５８６５０．６３０３１９８３
１．００００２．３７５２０．９６１８１．５２５９０．６５５３１９８４
１．００４３２．３８５４１．０００２１．５２６２０．６５５２１９８５
０．７０６５１．６８５２０．９９３９１．５１６９０．６５９３１９８６
０．８５８３１．４４６４０．９８３９１．４９２４０．６７０１１９８７
０．８８６０１．２８１５１．０００６１．４９３３０．６６９６１９８８
１．０７６６１．３７９６１．００４３１．４９９７０．６６６８１９８９
１．０４９５１．４４７９１．０２７８１．５４１４０．６４８７１９９０
０．９３０４１．３４７１１．０５９９１．６３３８０．６１２１１９９１
０．９４０２１．２６６５０．９７９６１．６００６０．６２４８１９９２
０．８７８０１．１１２００．９６８７１．５５０５０．６４５０１９９３
０．９１９２１．０２２１０．９５９６１．４８７８０．６７２２１９９４
０．９２０３０．９４０６０．９７２６１．４４７１０．６９１１１９９５
１．１５６５１．０８７８０．９８００１．４１８１０．７０５２１９９６
１．１１２２１．２０９９０．９６９７１．３７５１０．７２７２１９９７
１．０８２０１．３０９１０．９２９３１．２７７９０．７８２５１９９８
０．８７０１１．１３９１０．９０２５１．１５３４０．８６７０１９９９
０．９４６１１．０７７７０．９９５５１．１４８２０．８７０９２０００
１．１２７７１．２１５３０．９６６３１．１０９５０．９０１３２００１
１．０３１８１．２５３９０．９６２５１．０６７９０．９３６４２００２
０．９２４６１．１５９３０．９６１４１．０２６７０．９７４０２００３
０．９３３２１．０８１９０．９６２６０．９８８３１．０１１８２００４
１．０１８８１．１０２２０．９５４１０．９４３０１．０６０４２００５
１．０５５２１．１６３００．９６３２０．９０８３１．１０１０２００６
１．０１２５１．１７７５０．９７８００．８８８２１．１２５８２００７
０．８７７８１．０３３６０．９６７６０．８５９５１．１６３５２００８
０．９０５３０．９３５７０．９６０３０．８２５４１．２１１６２００９
０．９３８１０．８７７８０．９９０５０．８１７６１．２２３２２０１０
前年比率fxr同期間平均成長率GDPpar
０．９７２９１．６４２２０．９８５７７３－１０年平均変動率
０．９７０１０．９６３７９９－１０年平均変動率
０．９６７９１．０４８３０．９６９００．８７３６０５－１０平均値
（－３．２１）（－３．１０）

注：ⅰ．表Ⅰ－１，表Ⅰ－２より神田が作成した。
　　ⅱ．③前年比成長率＝ GDPpar ÷前年の GDPpar
　　ⅲ．④ fxr：為替レートの略。
　　ⅳ．⑤前年比変動率＝④ fxr ÷前年の fxr
　　ⅴ．⑥ fxrと GDPparの乖離率≒ fxr ÷ GDPpar
　　ⅵ．⑤ fxr前年比平均変動率％は＝④ fxr ÷前年の fxr，⑤に同じ
　　ⅶ．⑧前年比変動幅（円）＝ fxr －前年 fxr
　　ⅷ．⑨ GDPpar前年比平均変動率円= GDPpar －前年 GDPpar
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とその変動率，乖離率の推移

⑨ GDPpar前年比変動幅（円）⑧前年比変動幅（円）⑤ fxr前年比⑥ fxr/GDPpar乖離率
０．１２０３１．０００００．８９６４１．７２８７
０．１６４５０．２０３８１．０７５０１．６８２３
０．０１９７０．０４７１１．０１６１１．６９０３
０．０１１８（０．００２４）０．９９９２１．６７７６
（０．０００２）（０．２８０４）０．９０５４１．５１９２
（０．０４２８）（０．５８０７）０．７８３７１．２２０１
（０．０４８０）０．０８７０１．０４１３１．３０６９
０．０１９７０．０７６０１．０３４７１．３３６５
（０．０６７４）（０．０６２０）０．９７２７１．３５３８
０．０１８６０．２８５４１．１２９４１．５１１７
（０．０６１２）（０．１１５７）０．９５３５１．４９７１
（０．０６０６）０．０００１１．００００１．５５６６
０．０００３０．０１０２１．００４３１．５６３０
（０．００９３）（０．７００２）０．７０６５１．１１１０
（０．０２４５）（０．２３８８）０．８５８３０．９６９２
０．００１０（０．１６４９）０．８８６００．８５８１
０．００６３０．０９８１１．０７６６０．９１９９
０．０４１７０．０６８３１．０４９５０．９３９３
０．０９２４（０．１００８）０．９３０４０．８２４５
（０．０３３３）（０．０８０６）０．９４０２０．７９１３
（０．０５０１）（０．１５４５）０．８７８００．７１７２
（０．０６２７）（０．０８９９）０．９１９２０．６８７０
（０．０４０７）（０．０８１５）０．９２０３０．６５００
（０．０２８９）０．１４７２１．１５６５０．７６７１
（０．０４３０）０．１２２１１．１１２２０．８７９８
（０．０９７２）０．０９９２１．０８２０１．０２４４
（０．１２４６）（０．１７００）０．８７０１０．９８７６
（０．００５２）（０．０６１４）０．９４６１０．９３８６
（０．０３８７）０．１３７６１．１２７７１．０９５４
（０．０４１６）０．０３８６１．０３１８１．１７４２
（０．０４１２）（０．０９４６）０．９２４６１．１２９１
（０．０３８４）（０．０７７４）０．９３３２１．０９４７
（０．０４５３）０．０２０３１．０１８８１．１６８８
（０．０３４７）０．０６０８１．０５５２１．２８０５
（０．０２００）０．０１４５１．０１２５１．３２５７
（０．０２８８）（０．１４３９）０．８７７８１．２０２６
（０．０３４１）（０．０９７９）０．９０５３１．１３３７
（０．００７８）（０．０５７９）０．９３８１１．０７３７

GDPpar前年比平均変動幅（円）fxr前年比変動幅（円）fxr前年比平均変動率fxr/GDPpar乖離率
（０．０１６７）（０．０２２１）０．９７２９１．１６８１
（０．０３８４）（０．０３５９）０．９７０１１．１３３７
（０．０２８５）（０．０３４０）０．９６７９１．１９７５
（０．０２８５）（０．０３４０）（－３．２１）
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表Ⅱ－１．SDR１．００００に対する主要通貨価値の推移

JP¥/SDR£/SDRDM・€/SDRSDRUS$/SDR
３．３７７８０．５１９３３．２６０８１．００００１．２０６４１９７３
３．６８４７０．５２１３２．９５０１１．００００１．２２４４１９７４
３．５７２３０．５７８５３．０５９８１．００００１．１７０７１９７５
３．４０１８０．６８２５２．７４４８１．００００１．１６１８１９７６
２．９１５３０．６３７３２．５５７０１．００００１．２１４７１９７７
２．５３５２０．６４０４２．３８１５１．００００１．３０２８１９７８
３．１５７６０．５９２３２．２８１０１．００００１．３１７３１９７９
２．５８９１０．５３４８２．４９８５１．００００１．２７５４１９８０
２．５５９５０．６１０１２．６２４５１．００００１．１６４０１９８１
２．５９２３０．６８３２２．６２１５１．００００１．１０３１１９８２
２．４３１００．７２１８２．８５１７１．００００１．０４７０１９８３
２．４６１３０．８４７６３．０８５７１．０００００．９８０２１９８４
２．２０２３０．７６０４２．７０３５１．００００１．０９８４１９８５
１．９４６１０．８２９５２．３７４０１．００００１．２２３２１９８６
１．７５２００．７５８０２．２４３６１．００００１．４１８７１９８７
１．６９３６０．７４３７２．３９５７１．００００１．３４５７１９８８
１．８８５２０．８１８５２．２３１２１．００００１．３１４２１９８９
１．９１２１０．７３７９２．１２５５１．００００１．４２２７１９９０
１．７９０９０．７６４６２．１６８５１．００００１．４３０４１９９１
１．７１５３０．９０９４２．２１９３１．００００１．３７５０１９９２
１．５３６３０．９２７３２．３７１２１．００００１．３７３６１９９３
１．４５６１０．９３４３２．２６１０１．００００１．４５９９１９９４
１．５２８６０．９５９０２．１３０９１．００００１．４８６５１９９５
１．６６３８０．８４６９２．２３５７１．００００１．４３８０１９９６
１．７５３４０．８１５９２．４１８０１．００００１．３４９３１９９７
１．６２７７０．８４６５２．３５５６１．００００１．４０８０１９９８
１．４０２７０．８４９１１．３６６２１．００００１．３７２５１９９９
１．４９７００．８７３１１．４００２１．００００１．３０２９２０００
１．６５６４０．８６６５１．４２６０１．００００１．２５６７２００１
１．６３０１０．８４３５１．２９６４１．００００１．３５９５２００２
１．５９１５０．８３２６１．１７６５１．００００１．４８６０２００３
１．６１７００．８０４１１．１４０２１．００００１．５５３０２００４
１．６８６１０．８３０１１．２１１６１．００００１．４２９３２００５
１．７８９５０．７６６４１．１４２３１．００００１．５０４４２００６
１．８０１５０．７８８８１．０７３５１．００００１．５８０３２００７
１．３９７８１．０５６５１．１０６８１．００００１．５４０３２００８
１．４４３２０．９６８１１．０８８２１．００００１．５６７７２００９
１．２５４４０．９８３８１．１５２５１．００００１．５４００２０１０
１．８４４４０．８１５８１．９６１８１．００００１．３５７３７３－９８平均値
１．５９２１０．８６１７１．２２０７１．００００１．４５０２９９－０９平均値

出所：原統計はIMFのIFS統計１９７９年，２００１年，２０１１年のyearbook
より作成した。

注：SDRのレートは各通貨の各年の期末のレートを採用した。
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表Ⅱ－２．$/$SDR１．００００に対する主要通貨価値の推移

¥/$SDR£/$SDRDM・€/$SDR$/$SDR
２．７９９９ ０．４３０４ ２．７０２９ １．００００ １９７３
３．００９４ ０．４２５８ ２．４０９４ １．００００ １９７４
３．０５１４ ０．４９４２ ２．６１３６ １．００００ １９７５
２．９２８０ ０．５８７４ ２．３６２５ １．００００ １９７６
２．４０００ ０．５２４７ ２．１０５０ １．００００ １９７７
１．９４６０ ０．４９１５ １．８２８０ １．００００ １９７８
２．３９７０ ０．４４９６ １．７３１６ １．００００ １９７９
２．０３００ ０．４１９３ １．９５９０ １．００００ １９８０
２．１９８９ ０．５２４１ ２．２５４７ １．００００ １９８１
２．３５００ ０．６１９４ ２．３７６５ １．００００ １９８２
２．３２１９ ０．６８９４ ２．７２３７ １．００００ １９８３
２．５１１０ ０．８６４７ ３．１４８０ １．００００ １９８４
２．００５０ ０．６９２３ ２．４６１３ １．００００ １９８５
１．５９１０ ０．６７８２ １．９４０８ １．００００ １９８６
１．２３５０ ０．５３４３ １．５８１５ １．００００ １９８７
１．２５８５ ０．５５２６ １．７８０３ １．００００ １９８８
１．４３４５ ０．６２２９ １．６９７８ １．００００ １９８９
１．３４４０ ０．５１８７ １．４９４０ １．００００ １９９０
１．２５２０ ０．５３４６ １．５１６０ １．００００ １９９１
１．２４７５ ０．６６１４ １．６１４０ １．００００ １９９２
１．１１８４ ０．６７５１ １．７２６３ １．００００ １９９３
０．９９７４ ０．６４００ １．５４８７ １．００００ １９９４
１．０２８３ ０．６４５２ １．４３３５ １．００００ １９９５
１．１５７０ ０．５８８９ １．５５４７ １．００００ １９９６
１．２９９５ ０．６０４７ １．７９２０ １．００００ １９９７
１．１５６０ ０．６０１２ １．６７３０ １．００００ １９９８
１．０２２０ ０．６１８７ ０．９９５４ １．００００ １９９９
１．１４９０ ０．６７０１ １．０７４７ １．００００ ２０００
１．３１８１ ０．６８９５ １．１３４７ １．００００ ２００１
１．１９９０ ０．６２０４ ０．９５３６ １．００００ ２００２
１．０７１０ ０．５６０３ ０．７９１７ １．００００ ２００３
１．０４１２ ０．５１７８ ０．７３４２ １．００００ ２００４
１．１７９７ ０．５８０８ ０．８４７７ １．００００ ２００５
１．１８９５ ０．５０９４ ０．７５９３ １．００００ ２００６
１．１４００ ０．４９９１ ０．６７９３ １．００００ ２００７
０．９０７５ ０．６８５９ ０．７１８６ １．００００ ２００８
０．９２０６ ０．６１７５ ０．６９４１ １．００００ ２００９
０．８１４５ ０．６３８８ ０．７４８４ １．００００ ２０１０
１．６２７２ ０．５８４９ １．６５９８ １．００００ ７３－９８平均値
１．１０３４ ０．５９７２ ０．８５３０ １．００００ ９９－０９平均値

出所：表①に同じ
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表Ⅱ－３．$/$GDPpar１．００００に対する主要通貨価値の推移

¥/$GDPpar£/$GDPparDM・
€/$GDPpar$/$GDPpar

１．５７１７ ０．２０２４ ２．２４８２ １．００００ １９７３
１．７３６２ ０．２１３０ ２．２６２２ １．００００ １９７４
１．７５５９ ０．２４９３ ２．１９５３ １．００００ １９７５
１．７６７７ ０．２６７２ ２．１７１９ １．００００ １９７６
１．７６７５ ０．２８２４ ２．１０８７ １．００００ １９７７
１．７２４７ ０．２９１４ ２．０２８８ １．００００ １９７８
１．６７６８ ０．３０９８ １．９８１７ １．００００ １９７９
１．６９６５ ０．３３３４ １．９４７４ １．００００ １９８０
１．６２９１ ０．３３００ １．８２８７ １．００００ １９８１
１．６４７７ ０．３５０３ １．８３５１ １．００００ １９８２
１．５８６５ ０．３５６０ １．８００２ １．００００ １９８３
１．５２５９ ０．３４４８ １．７２０１ １．００００ １９８４
１．５２６２ ０．３５４９ １．６９５４ １．００００ １９８５
１．５１６９ ０．３５６９ １．７０８０ １．００００ １９８６
１．４９２４ ０．３７６７ １．６６９０ １．００００ １９８７
１．４９３３ ０．３９２６ １．６３５８ １．００００ １９８８
１．４９９７ ０．４０３２ １．２７３４ １．００００ １９８９
１．５４１４ ０．４１６２ １．３１９５ １．００００ １９９０
１．６３３８ ０．４３６５ １．５８５７ １．００００ １９９１
１．６００６ ０．４３３３ １．６１８７ １．００００ １９９２
１．５５０５ ０．４３６８ １．５８４３ １．００００ １９９３
１．４８７８ ０．４３９２ １．５７７９ １．００００ １９９４
１．４４７１ ０．４４４４ １．５７３７ １．００００ １９９５
１．４１８１ ０．４４９１ １．５２９４ １．００００ １９９６
１．３７５１ ０．４５３７ １．４８５３ １．００００ １９９７
１．２７７９ ０．４６５９ １．４７４８ １．００００ １９９８
１．１５３４ ０．４６３５ ０．７３４６ １．００００ １９９９
１．１４８２ ０．４６０８ ０．７１４２ １．００００ ２０００
１．１０９５ ０．４９１２ ０．７２５５ １．００００ ２００１
１．０６７９ ０．５０３１ ０．７１７８ １．００００ ２００２
１．０２６７ ０．５１２０ ０．７０１４ １．００００ ２００３
０．９８８３ ０．５０６９０．６７５８ １．００００ ２００４
０．９６５４ ０．４９８５０．６５０７ １．００００ ２００５
０．９０８３ ０．５０１１０．６４４０ １．００００ ２００６
０．８８７２ ０．５０７６０．６４７５ １．００００ ２００７
０．８５６４ ０．５１４９０．６５３９ １．００００ ２００８
０．８２３１ ０．５１１５０．６４６５ １．００００ ２００９
０．８１５１ ０．５０９３０．６３８９ １．００００ ２０１０
１．４０２２ ０．４０４５１．４４２５ １．００００ ７３－９８平均値
０．９９４０ ０．４７９１０．６８２９ １．００００ ９９－０９平均値

注：IMFの IFS統計より神田作成




